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2020-9-4 知的財産戦略本部構想委員会本会合価値デザイン経営ワーキンググループ（第

１回） 

16時00分～18時00分 

 

○小林参事官 それでは、定刻になりましたので、ただいまから「価値デザイン経営ワー

キンググループ」第１回会合を開催いたします。 

 本日は御多忙のところ、御参加いただきまして、誠にありがとうございます。御紹介が

遅れましたけれども、私は内閣府知的財産戦略推進事務局参事官の小林と申します。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 本日はウェブ開催となっておりますので、最初に議事進行にあたってのお願いについて

説明させていただきます。 

 まず、１つ目ですが、委員の皆様におかれましては、既にオンになっている方もいらっ

しゃると思いますけれども、カメラは常にオンにしていただきますようお願いいたします。 

 マイクですが、マイクは御発言時以外はオフにしていただきますよう、これも併せてよ

ろしくお願いいたします。もしこちらのほうで気づいたことがあれば、マイクの調整等を

させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 また、本日、ウェブ開催でございますけれども、公開形式です。一般並びに報道関係者

の方々がオンラインで傍聴されておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、本ワーキンググループを開始したいと思います。 

 本ワーキンググループですが、令和２年９月３日、昨日になりますけれども、知的財産

戦略本部構想委員会座長決定により開催される有識者会議となります。価値デザイン経営

の普及の在り方に関する専門の事項を調査するものでございまして、有識者の皆様方の

様々な識見をお借りしたいと考えております。どうぞよろしくお願いします。 

 本日はキックオフになりますので、御就任いただいた委員の皆様を紹介させていただき

ます。 

 委員名簿につきましては、お手元にお配りしているかと思います。メールでお送りして

いるものになります。 

 これから、大変恐縮ですが、五十音順でお名前をこちらからお呼びしますので、カメラ

越しに笑顔と一言御挨拶を頂ければと思います。どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、それぞれ御紹介してまいります。 

 まず、初めですけれども、安藤聡委員、よろしくお願いします。 

○安藤委員 オムロンの安藤と申します。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 ありがとうございます。 

 強瀬理一委員、お願いします。 

○強瀬委員 こんにちは。きらぼしコンサルティングの強瀬です。今日はよろしくお願い
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いたします。 

○小林参事官 近藤泰祐委員、お願いいたします。 

○近藤委員 こんにちは。日本知財学会経営デザイン分科会代表幹事をしております近藤

でございます。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 鮫島正洋委員、お願いいたします。 

○鮫島委員 弁護士の鮫島でございます。前回に引き続き、今回もよろしくお願いいたし

ます。失礼します。 

○小林参事官 関大地委員、お願いします。 

○関委員 公認会計士の関でございます。前回に引き続きまして、よろしくお願いいたし

ます。 

○小林参事官 田中仁委員、お願いいたします。 

○田中委員 ジンズホールディングスの田中と申します。よろしくお願いします。 

○小林参事官 野並晃委員、お願いいたします。 

○野並委員 日本青年会議所の野並と申します。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 宮丸正人委員、お願いします。 

○宮丸委員 アビームコンサルティングの宮丸でございます。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 ありがとうございます。 

 森俊彦委員、お願いします。 

○森委員 日本金融人材育成協会の森でございます。よろしくお願いします。 

○小林参事官 今回、座長を引き受けていただいております渡部俊也先生、お願いします。 

○渡部座長 東京大学の渡部でございます。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 本日ですけれども、小林誠委員は遅れて御参加と御連絡いただいておりま

す。また、山口周委員は本日御欠席となっております。どうぞよろしくお願いします。 

 以上、12名の方に委員に御就任いただいております。 

 それでは、ここで知的財産戦略推進事務局長の田中より御挨拶申し上げます。 

○田中局長 この８月から知的財産戦略推進事務局長になりました田中茂明と申します。

よろしくお願いいたします。 

 新任ではございますけれども、この価値デザイン経営の考え方、それから、それに類す

る活動については、いろいろなところで私も垣間見た経験もございます。名前は同じでは

ないのですが、同じような発想で、実は特許庁自身がデザイン経営に取り組むということ

で、一体、特許庁自身がどういう価値を社会的に実現するのか。そのためにどうしたらい

いのか。組織として一体どういうリソースを持っていて、個々の職員がそのために何がで

きるのかといったことをかなり組織的に職員と幹部が一緒になってディスカッションする

ような場で、そして、そういった経営を特許庁という組織としてやっているということを

社会にコミットするような、そういう活動を一回見させてもらったことがあります。これ

は全ての主体にとって重要な価値追求の在り方かなということを感じたことがありました。
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ここに移ってきて、多分、完全に同じではないのだと思いますけれども、大変大事なメッ

セージを出されておられると思いました。 

 特に感動いたしましたのは、この経営デザインシートを拝見したときに、これほど普遍

的で、いわゆる万人が受け入れられる。ドグマチックなものが、全く枝葉が取り外されて

いて、シンプルで分かりやすい。そういうツールはあまり見たことがございませんでした。

大体、いろいろなツールをつくりますと思いがこもり過ぎてしまって、なかなか単純には

万人に得心いただけないものが行政のツールの中でも多々ございまして、そういうものと

比べると本当に研ぎ澄まされたものであって、これは恐らく我々、行政組織自身も使って、

これで新しい方向性を組織全員が組織学習的に確認していくものに使えるぐらい普遍的な

ものだなと思っております。これがそれらの方々に伝わっていくことが実現できるのは大

変、これは追求すべき価値があることではないかということを感じて、今、ここに座って

いる次第でございます。 

 御一緒にこの普及の方策について議論させていただき、御一緒に普及の手はずを整えて

いきたいと思ってございます。よろしくお願いいたします。 

○小林参事官 続きまして、資料の確認に移らせていただきます。先ほど御案内した構成

員名簿がメールでお手元に届いているかと思います。それ以外の資料について説明してま

いります。 

 まず、資料１ですけれども、議事次第、１枚紙があります。 

 続けて、議事次第の下に＜配布資料＞という欄がございますが、資料２としまして「価

値デザイン経営ワーキンググループの開催について」という３ページの縦長の紙があると

思います。 

 次に、資料３ですけれども、今度は横長になります。事務局からの説明資料になります。

「第１回価値デザイン経営WG 事務局説明資料」というものになります。これが一式です。 

 資料４です。同じく横長です。後ほど御紹介いただきますが「第１回WG資料 価値デザ

イン経営の普及に向けて」というタイトルのものになります。 

 参考資料としまして２つございます。 

 １つは参考資料１ということで、今回、後ほどまた経緯について説明しますけれども、

タスクフォースの報告書になります。 

 もう一つ、参考資料２、あくまでも参考事例としての御紹介になりますが、サービス産

業生産性協議会の御紹介の紙が入ってございます。 

 以上が本日使用する資料、形式上は配付資料という形になります。よろしいでしょうか。 

（首肯する委員あり） 

○小林参事官 それでは、これからの議事進行につきましては、渡部座長にお願いしたい

と存じます。よろしくお願いいたします。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 それでは、これより議事に入らせていただきたいと思います。本日は事務局及び鮫島委
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員、近藤委員からの説明の後に意見交換を行わせていただくということになります。 

 まず「（１）知的財産推進計画2020における価値デザイン経営の位置づけ」について、

こちらは事務局より説明をお願いいたします。 

○小林参事官 ありがとうございます。改めまして、小林でございます。 

 画面共有もさせていただきますけれども、横長の資料３を御準備いただければと思いま

す。もしお手元にございましたら、こちらの資料３、画面にも出ているものを御用意いた

だければと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、めくっていただきまして、まず、これまでの経緯について紹介してまいりま

す。今、ちょうど画面に映っている１ページになります。 

 ちょうど一番上に「知的財産戦略本部」というところで「決定」という矢印がございま

す。その隣に「知的財産戦略ビジョン」というものがございますが、こういった価値デザ

イン社会を目指すというビジョンがまとまったところが一番上の部分になります。 

 実際に今回、経営をデザインする考え方などが検討されたところが知的財産戦略本部の

ところからぐるっと伸びている下の青い部分になります。検証・評価・企画委員会で、こ

の中からさらにぐるっと線が伸びていますけれども、その下の赤の部分になります。知財

のビジネス価値評価検討タスクフォースが開催されました。ちょうど吹き出しにあります

が、2017年11月から2018年４月まで計７回開催されまして、そこで一番下になります。「経

営をデザインする」考え方、経営デザインシート。まさに経営をデザインする考え方とい

うものの思考補助ツールとして将来を構想する。そういった補助ツールを経営デザインシ

ートとして取りまとめたところになりますので、それ以降はこれをいかに普及していくか

ということで普及活動の矢印が伸びているところになります。 

 次のページになりますけれども、では実際、どのような普及活動を行ってきたかという

ところを御紹介してまいります。ちょうど今、画面も切り替わったかと思います。 

 左下にちょっと大きめの表がございます。こちらを紹介してまいります。具体的な活動

としましては、一番上からいきますと、セミナーであるとか、ホームページ、SNS等での情

報発信、ガイドライン等への掲載というところで様々な媒体に載せてきましたというとこ

ろになります。そういった媒体で一番右のほうに「狙い」がございますが、広く経営をデ

ザインする考え方であるとか、思考補助ツールとなる経営デザインシートを普及啓発とい

うことで広くお示ししてきたところになります。 

 ただ、それだけではなくてというのがその下になります。「活動」の上から２つ目、経

営デザインシートの新たな活用方法の提案と試行になります。経営デザインシートは、そ

の名前のとおり、主な目的としましては企業がどういった形で将来を構想するか、企業変

革をするかというところのものではあるのですが、経営デザインシートそれだけではなく

て様々なところにも使っていますというところになります。 

 具体的には、一番右側の「狙い」という部分にありますけれども、例えば企業における

DX、デジタルトランスフォーメーションの事例を分析するツールとして活用し、まさにDX
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というものも会社が変革を生むものになりますので、そういったものを活用しまして結果

を公表したなどというものもありますし、ちょっと面白いのはその下になりますが、まち

づくりの成功要因を分析するツールとして、会社ではなくて地域になります。その地域の

ビフォーアフターを表したというところにもなります。そういった様々な広く使えるとい

うところをお示ししてきたものが２つ目になります。 

 残り４つになりますが、リデザインコンペティションの開催がその下にございます。ま

さにデザイン系の学生の柔らかい頭を使って、経営デザインシートはなかなか見づらい、

目がちかちかするなどと言われていましたけれども、それを洗練されたデザインにしてい

くという取組であります。 

 残り３つになります。政府における活用ということで、政府内において様々なところで

この経営デザインシートを御紹介してきたところであります。 

 残り２つにつきましては、この後のパートで御紹介があると思いますが、日本知財学会

に経営デザイン分科会というものが設立されました、その中でも様々な普及活動が行われ

たところになります。 

 いずれにしましても、そういった狙いは何かといいますと、上に矢印が伸びていまして、

各組織、各個人が「経営をデザインする」を実践し、多様な価値創造メカニズムが生まれ

る。こういった社会を目指すというところになります。 

 これまでが知的財産推進計画2020の前になります。 

 次の３ページに、現状の課題について記載してございます。 

 これまでどおり、こういった普及活動をしてきましたけれども、我々として課題として

認識しているものを２つお示ししています。 

 １つ目ですが、一定程度広がりがあるけれども、もう少ししっかり広げていかなくては

いけないというのが１つ目になります。 

 ２つ目ですが、ポイントが意図しない内容で紹介され、意図しない形で使用されている

というのがあります。もともと経営デザインシートというものはバックキャストの考え方、

将来を構想して、今を振り返り、では、その中をどういうふうにつないでいこうかという

考え方をするツールではあるのですけれども、シンプルが故に別の使い方もされているな

どというお話が入っていますので、我々が本来、こう使ってほしいといったメッセージを

しっかり発しようではないかというのが２つ目の課題になります。 

 こういった課題を踏まえまして、今回、価値デザイン経営ワーキンググループが設置さ

れたという御紹介になります。 

 参考資料をつけてございます。次の４ページですが、先ほど各政府でどんなものがある

かという御紹介をしましたけれども、具体的には『グループ・ガバナンス・システムに関

する実務指針』『はじめての産学官金連携ガイドブック』、４つ目に行きますと『中小M&A

ガイドライン』、まさに事業承継をやっている担当課になりますが、そういったところで

もこういったツールを使うと将来像を構想するのにいいのではないかという形で御紹介い
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ただき、実際、それが使われているなどという状況になっています。 

 あとは、５ページ、６ページにわたりまして、先ほどデザインのお話をしましたリデザ

インコンペティションの風景を御参考までに載せています。真ん中に写真がありますけれ

ども、若い方々の知恵をもって、この経営デザインシートをリデザインした。かつこうい

った若い世代にも考え方を広めていくという狙いもございました。 

 具体的には、６ページに受賞作品を掲載しているというところになります。 

 そして、「知的財産推進計画2020」、５月に策定されたものにつながっていくわけです

が、次の７ページになります。今、ちょうど表示されているものになります。 

 知財推進計画の策定途上でまさに新型コロナウイルスの蔓延がございました。そういっ

たものを第２章でまとめているパートになります。コロナの拡大に沿いましてデジタルト

ランスフォーメーションを加速する、より無形資産の重要性が高まっている。そんな中で

目指すべき価値を再定義するなどというところで価値デザイン社会が取り上げられたとい

う御紹介になります。 

 具体的には、次のページになります。８ページの右下になります。 

 「（３）ニュー・ノーマルに向けた知財戦略のあり方」の一つの柱として「④価値デザ

インの実践拡大」というものを掲げてございます。右下の赤で囲っている部分で「価値デ

ザイン経営」の手法で、自社固有の価値観を再確認し、実現したい価値をステークホルダ

ーとの共創を通じて明確化し、その実現のための戦略を策定というものになりますけれど

も、そういったものを今すぐにでもより広げていくべきではないかというところ、未来志

向の企業経営の広がりにつなげていこうという形で取り上げられたところになります。 

 具体的には、施策につきましては９ページです。９ページの一番下の部分になります。 

 「価値デザイン経営の推進」ということで、御紹介したいのは真ん中の（検討すべき論

点と方向性）というところになりますが、しっかり経営デザインシートないしは経営をデ

ザインする考え方を広げるために、基本指針をしっかり策定してやっていこうという部分。

民間による実践を我々として後押ししていくべきではないかというところ、もしくは官民

の取組を推進ということで、官だけではなくて官民の取組を我々、後押ししていこうとい

うところになります。 

 一番下にありますけれども「上記司令塔として構想委員会の下にWGを設置」とございま

すが、本ワーキンググループがここに書かれているワーキンググループということになり

ます。 

 これが「知的財産推進計画2020」に掲げられている施策になります。 

 最後に、本日の論点について御説明してまいります。次の10ページになります。 

 本日、後ほど御議論いただきたい論点案として４つお示ししております。 

 まず「①経営デザインシートの普及メカニズムはどうあるべきか」というところになり

ます。具体的には、使ってもらうためのインセンティブ、力学をどう働かせるか。そんな

部分が１つ目の論点案になります。 
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 「②経営デザインシートの普及の担い手はどうあるべきか」というものになります。誰

が、どのようにやるかという部分になります。 

 それに関連しまして「③巻き込むべきプレイヤーは誰か」ということで、恐らくキーパ

ーソンがいらっしゃるであろう。こういった中に、ちょっと力を貸していただきたいとい

うところになります。 

 最後ですけれども「④普及するために最低限必要なコンテンツ、機能は何か」。実際、

必要なものは何かというものになります。ツール類になります。具体的には、価値デザイ

ン経営をもっと分かりやすく説明したものが必要ではないかとか、これまでいろいろ様々

な方々にこの価値デザイン社会といいますか、経営をデザインする考え方を講師として説

明していただきましたが、そういった方々をまとめてプールするような機能があればいい

のではないかとか、ユーザーとの接点をどうすればなどというところがまさにコンテンツ、

機能というところで論点としてお示ししているところになります。 

 11ページ以降に参考事例を幾つかつけてございますけれども、局長からよろしいですか。 

○田中局長 では、11ページ目以降を、ちょっと私自身が感じて、今日御議論するにあた

って参考となる事例の題材を展開したほうが今後の議論がしやすいのではないかと思って、

私自身が普及施策についてちょっと感じたことをこの事例を交えながらお話しさせていた

だければと思います。 

 実は私自身、この価値デザイン経営とは違うのですけれども、一般的な言葉で言えば企

業の経営改革、経営の質をどう上げていくかという、この永遠の課題があって、今までも

様々なアプローチがされてきたわけでありますが、私自身、幾つか直接的に責任者として、

あるいは間接的に部下の指導をしながらやったような世界で幾つかトライアルがあって、

そこでちょっと感じたことを共有させていただければということであります。 

 実は、今日の論点①でどういう力学が働けばこういうものが使われていくのだろうかと

いうことでありますけれども、なかなかいい考え方、いいツールというものを、いいもの

だから使えませんかと。まず、それが根本なのですが、それはやはり伝道師が会った方と

いう限られた機会の中でしかなかなか広まっていかない。最終的にはフェース・ツー・フ

ェースでそういう思いのある方が伝えていただかなければ伝わらないのですけれども、や

はりインターフェースの機能はそれなりに限界があって、かなり広がりがあるプラットフ

ォームやインターフェースを使っていかないとなかなかお伝えするきっかけもつかめない

ところがあると思います。 

 仮にそのきっかけがつかめたとしても、恐らく津々浦々の多数の中小・中堅企業の方々

は毎日大変で、本当に大企業であれば10人ぐらいの役員さんがやっていることを１人でや

らなければいけない。しかも経営者でなければ、これは語る意味がないという話でありま

すので、なかなか何か力学が働いていかないとすっと入っていってやろうという話にはな

らないことが多いのだと思います。私どもが行政としてつくってきたツールも全部、その

壁にやはりぶつかっておりまして、なかなかいいものをつくっても普及しない。 
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 では、この壁をどうぶち破っていけばいいかということでいきますと、やはりコーポレ

ートガバナンスなどの議論をしていっても、大体は３つぐらいのメカニズムで、１つは上

場企業であれば資本市場からの圧力。非上場企業であれば、やはりお金の貸し手からのア

プローチということなのです。いわゆる金融機能そのものになるのですが、そして、最後

は労働市場における労働者からの選択。その中でコミュニケーションを図られて、これを

入れないとやはり資金が回っていかないとか、人的リソースが回っていかないというメカ

ニズムでやると入るものが入ってくる。そういうことが基本なのではないかということを

ずっと感じておりまして、最近の政府の手法もそういったルートに乗せることが一つのモ

デルになってきているかと思っております。 

 その一つのアプローチとして11ページ目、12ページにあるのが、これは実はタスクフォ

ースに御参加いただいた先生方はそのときに議論したという話かと思います。ローカルベ

ンチマークというものがございます。 

 これは先ほど申し上げました分類でいくと、非上場企業に対してどういう経営改革を促

していくかということで、金融機関の皆様方に、この12ページの図ですが、パートナーに

なっていただいて、このローカルベンチマークの手法をお伝えして、金融機関の融資の担

当者の方々にこれをお伝えいただいて、こういう分析をして自社の価値というものをアピ

ールいただければ、まさに事業性評価、それに基づく金融機能の活性化を金融庁が主要政

策課題に掲げられ始めた時期でもありましたので、その一環として融資の行動にも影響を

与えますと。 

 そういうことで、11ページのものは戦略会議というところに結構な金融機関、地方金融

機関に入っていただいて、実際にこれを顧客に対してどういうふうに働きかけていただい

ているのか。その結果、評価はどうなのかということについて共有するという活動をして

いただいているところであります。これが一つの話であります。 

 13ページの話は、これも言わずもがなの話でありまして、そういった問題を開示や投資

家とのコミュニケーションというところでどういうふうに表現して、そのメカニズムを回

していくかということで、これは経産省のほうで数年前に価値協創ガイダンスを一つの開

示の在り方として示したものであります。 

 恐らく経営デザインシートで語られているような話は、この中の薄い青のところと緑の

ところ、それから、真ん中の薄いオレンジのところに書いてあるようなことが少し関わり

のあるような話として出ております。経営デザインシートで言えば、一体、どんな価値を

追求しているのですかというところで、もともと、ここでは持続可能性・成長性という捉

え方をしているのですが、価値で、そこを達成するためにどういう経営資源の使い方がさ

れているのですか。その戦略はどういう協創上の位置づけからそれがいい戦略だとみなさ

れるのでしょうかということを自分で表現しなさい。例えば、それは総合報告書で表現す

るべきです。こんなことをうたってきているわけです。 

 これは上場企業を念頭に置いたガイダンスということだと思いますけれども、多分、そ
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ういうことを分かりやすく表現するものとして経営デザインシートは非常にうまく使える

ものであると私は感じております。 

 例えば、こういった活動を推奨していくことで、私自身の経験を若干語らせていただき

ますと、最後に参考資料２（参考事例）があって、サービス産業生産性協議会というもの

があります。実は私、これの２代目の担当者をやらせていただいたのです。私、今日、こ

のサービス産業生産性について御議論いただくつもりは全くございませんし、この協議会

をどうこうという話ではなくて、一事例でございます。これをどう普及させていって、課

題にどう直面したかという話をちょっと共有させていただきたい。 

 これはまさに書いてあるとおり、サービス産業生産性向上のための活動でございまして、

日本生産性本部が表面的に事務局になって、この協議会を回している。それで、この協議

会は会費制で回しているわけですが、いろいろなツールをつくって、それを普及させよう

としたところであります。例えば、この「研究調査・提言・情報発信」というところに、

JCSIといいますけれども、顧客満足度が測れる指数の体系をつくって、これを使って顧客

とのコミュニケーションをやっていただこうという話や、あと、書いてありませんが、サ

ービス産業のプロセスをどうやって標準化して改善していくか。その標準化のプロセスの

ツールや、あるいは製造業のプロセスマネジメントの手法を少し普遍化してサービス業に

当てはめるためのツールなど、幾つかツールを開発して、それを普及しようとしたという

ことなのですけれども、協議会の会員になっていただいて、そこでいろいろなフォーラム

などで普及するというやり方をやっていました。 

 それでやって、結構、今でも200～300ぐらいの会社が活動されているのですが、往時は

400弱ぐらいまでいったのですけれども、ちょっと担当課長として日本生産性本部と二人三

脚でやってきて、更に会員から外に広げるにはどうしたら良いだろうかということをある

時点で感じ始めたのです。 

 数年後、安倍政権になって産業競争力会議の担当になったときに、資料３の14ページに

あるサービス産業の生産性向上プログラムというものをつくったのです。 

 その普及のさせ方について、15ページ目で、実は前回、このサービス産業生産性協議会

というものをやらせていただいたときに、最後の段階で、やはり顧客接点を握っている、

それに対してレバレッジを持っている方々を介して、このツールを伝えられる専門家がつ

ないでいく。そのつなぎ方をつくっていく必要があるのだろうなということを考えていた

のですが、その時の問題意識を踏まえて、産業競争力会議でつくったものが15ページでご

ざいます。 

 要はこの中で、下のほうで「地域金融機関」と書いてありますけれども、地域金融機関

にこうしたツールを知っていただいて、その伝道師がどこにいるかというものを地域金融

機関から見て把握し、つなげるような状態にしておいて、地域の中小サービス事業者に事

業性評価融資の観点から、お金を貸される際に、あなたの会社をもっと良くするためには、

この改善手段をやったほうがいい。こういうところに人材がいるから、もしよければつな
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ぎますと。場合によっては、その経費についてはこの融資の中で貸すお金できちんとやっ

てもらってもいいのですという形でつないでいただくことになれば、それは借り手の事業

者から見れば金融機関から高評価を受けてお金を借りるためにもやってみるかという話に

なるのではないかと。 

 そういうことで、実はこれを産業競争力会議にかけたときには金融庁幹部にもお話をし

たら、事業性評価融資は今、課題になっていて、地域金融機関の債権の質の向上を図らな

ければいけないときに、やはり経営支援をしろということを金融監査のところで厳しく問

うことにしているので、そのためのいろいろなツールがあったほうがいいということで非

常にサポーティブなお言葉も頂いたものですから、地銀協のほうにもお話を頂いて、お話

をし、総理の前で地銀協会長としてこれに協力しますということのコメントを頂いた。こ

んなこともございました。 

 なので、ちょっと振り返ってみると、参考資料１でタスクフォースの報告書がございま

すけれども、そこの49ページ目、50ページ目に政策的にどうするのかという中で、既にタ

スクフォースのときにも御議論されているわけでございまして、ローカルベンチマーク等

のコミュニケーションツール普及の際にここでの成果を広めていく、あるいは金融機関が

行っている事業性評価の取組でこの考え方が導入、それを促すという、まさに御議論され

たとおりで、こういうところにどうつなげていくかということがやはり普及の際には一番

重要なのかなということを感じてございます。 

 この経営デザインシートの話に戻ると、やはりこの資料３の15ページの図に即して議論

すれば、この専門支援人材をプールする機能として何か要るのだと思うのです。それがど

ういう形態のものでないとできないのかというものが、そんなにハードなものが必要なの

かは御議論があるかと思います。 

 要は、どこにどういう人がいて連絡すればつながるということが分かることが肝心で、

一方で、この人材の方々がきちんとした考え方を伝えていけるかということは検証する必

要があるかもしれなくて、先ほどの論点の②のところにあったような問題を解消するため

にも、集まっている方々の間で適宜、その使い方についての確認がなされることは必要な

のかもしれません。 

 ただ、いずれにしても、こういう形でつないでいく。その際に、地域金融機関にこうい

う活動を知っていただくためにも、いろいろな経営改革のための活動をしている大きな団

体はほかにもあるわけでございまして、そういうところとパートナーシップを組んで地域

金融機関とつながっていくこともあるのではないかという気もいたします。例えば、先ほ

どのサービス産業生産性協議会の母体となっている日本生産性本部など、思いは多分同じ

なので、こういうことをやっている。ほかにも能率協会とか商工会議所などもそういうこ

とはあるのかもしれません。 

 そういう多重構造でエコシステムネットワークをつくってやっていくのも一つのやり方

なのかなということを、私の過去の経験から、直面した課題とその思いから感じたことを
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勝手ながらお伝えをさせていただきました。 

 以上でございます。 

○小林参事官 事務局からは以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして「（２）価値デザイン経営の普及に向けた最新動向」ということ

で、こちらは鮫島委員と近藤委員に御説明をお願いしたいと思います。 

○鮫島委員 すみません。鮫島です。 

 これは、資料は事務局さんのほうでめくっていただけるのですね。 

○小林参事官 大丈夫です。めくります。 

○渡部座長 あちらのほうでやっていただきます。 

○鮫島委員 では、資料は事務局さんのほうにお願いしてめくっていただくということで

すね。 

 これは何かといいますと、前回のタスクフォースが2018年をもって終了しまして、その

間、若干、２年弱のブランクがある中で我々、民間サイドとして普及に向けて、どのよう

な活動をしていったのかということを今日、私と代表幹事の近藤さんと２人で、ちょっと

ページを分担して、私はイントロだけで、あとは近藤さんのほうでという発表になります。 

 では、次をお願いします。 

 今、私は日本知財学会の分科会の会長みたいになっていて、近藤さんが幹事会の代表み

たいになっているのですけれども、そもそも論として分科会と幹事会とは何ぞやというお

話がここであります。 

 基本的には、2018年にタスクフォースが終わって、それ以降、内閣府としてはしばらく

こういうワーキンググループ的な委員会をやらないということになったわけですが、私た

ちタスクフォースのメンバーの意識としては、せっかくいいものができたのに、ここで国

のタスクフォースみたいな委員会がなくなることによって、この成果が風化してしまうの

は非常にもったいないねという考え方がありました。 

 実は私自身、ずっと特許庁で中小企業の知財戦略マネジメントのプロジェクトをやって

おりまして、全く同じ経験を何回もしてまいりました。つまり、特許庁さんのお金がある

ときにはみんな一生懸命やるのですが、そこが切れてしまうと結局、成果報告を出して、

それは読まれているのか、読まれていないのか、よく分からないけれども、結局はそれが

社会実装されない。こういったことを経験してきたので、何とかして、この経営デザイン

シートについてはきちんと社会実装していきたい。こういう思いを持ったわけでございま

す。 

 そのときに、この設立の経緯みたいなところが書いてあるのですが、取りあえず経営デ

ザインシートを社会実装するためには何らかの法人はきっと必要になるだろうという思い

は当時からあったのですが、その法人を一足飛びに、一朝一夕に設立するのはなかなか難

しかろう。法人を設立するまでに何も活動母体がないのは非常にやばいだろうということ



12 

 

で、そこの設立の経緯等々に書いてあるように、取りあえずは日本知財学会の分科会とし

て経営デザイン分科会を立てて、そこで活動していこうということになりました。これは

本ワーキンググループの座長である渡部先生が日本知財学会の理事長でもあるという非常

に我々にとっても幸運があったのですけれども、渡部先生の御承認を得て、この分科会な

るものを立ち上げたのが2019年７月になります。ここに書いてあるように、日本知財学会

内に分科会を新設することに決定しましたということでございます。 

 そのとき、発起人になったのが私と、今日一緒に発表する近藤さんでございます。 

 次のスライドをお願いします。 

 この分科会の活動については、あまり詳しくは説明しませんが、要は幾つかの自主的な

会合、主として民間の方々を中心に自主的な会合を開きました。令和元年10月、知財学会

の一つの行事として令和元年12月、それから、第２回研究会ということで令和２年１月と、

こういうことをやってきたわけで、これはこれで結構、注目を浴びた集まりになりまして、

例えば２番目です。知財学会の分科会セッションは私の記憶では120人ぐらいが集まってい

ただきましたし、それから、研究会でも50人から70人ぐらいの方々に集まっていただいて、

経営デザインシートをこんなふうに活用していますといういろいろな報告をしていただき

ました。 

 次をお願いいたします。 

 その中で、こういった活動を日々下支えする存在として幹事会なるものをつくらなけれ

ばいけないなということで、分科会の設立とほぼ同時に幹事会をつくらせていただきまし

た。この幹事会の代表となっているのがこれから発表される近藤さんでございまして、今

回は言わば幹事会がいわゆる現場になるものですから、近藤さんにもこのワーキンググル

ープの委員になっていただいたということでございます。 

 そういうことで、幹事会のほうは多分、近藤さんの口から言いづらいので私のほうから

言いますけれども、毎週木曜日の夜ですか。近藤さん、間違っていますか。２週間に一遍

でしたか。 

○近藤委員 はい。正しいです。隔週であったり、一時期は毎週のようにやっていました。 

○鮫島委員 このコロナにもかかわらず、毎週もしくは隔週木曜日の夜にこの経営デザイ

ンシートあるいはこのデザイン経営の普及について皆様が語り合うといいますか、ディス

カッションをしていただいておりまして、これから近藤さんから発表していただくのはそ

の１年ぐらいにわたるディスカッションの成果であるというふうに捉えていただければと

思います。 

 では、近藤さん、あとはよろしくお願いしてよろしいでしょうか。 

○近藤委員 はい。ありがとうございます。 

 そうしましたら、ここからは近藤のほうから説明させていただければと思います。 

 １枚、先ほどの４ページに戻っていただけますでしょうか。ありがとうございます。 

 こちらは本日、この普及をどのように行っていくのかということも委員の先生方で御議



13 

 

論いただくということで、参考までに我々、分科会の幹事会の中で考えていくときに使っ

た資料をここに持ってきております。 

 どういうステークホルダーがいるのかというところをまず漏れなく考えなくてはいけな

いのですねとか、そこに対してどういう課題を論点にして、論点がどういうものなのかと

いう整理をしながら我々は考えていったという、これは提案というよりは参考資料として

ここに用意させていただきました。 

 続いて、次のページをお願いできますでしょうか。ありがとうございます。 

 いろいろ検討を行いました結果、分科会としては価値デザイン経営の普及をどのように

考えていけばいいのかという「戦略」と書かせていただいているのですが、考え方として

はやはり多くのステークホルダーがこの価値デザイン社会というものを目指して大きな社

会的なうねりをつくっていかなければいけない。そのためにうねりをしっかりと生み出す

ための、一番下になっていますけれども、官民プラットフォームというプラットフォーム

がやはり必要ではないかということを考えました。 

 では、このプラットフォームを回していくにあたって、どういうものが必要なのだろう

かといったときに出てきた考え方が、どういう価値、どういう世界観を目指すのかという

ことを分かりやすく示したもの。これは先ほど御紹介いただいた資料の報告書の中に全て

が書かれているとは思うのですが、やはりそれを全部読むのはなかなか大変で、難解な部

分もあるということで、そのエッセンスですぐ分かるものとしてのバリューデザイン憲章

という形で、どういうマインドセットが大事なのかが書かれているものが必要ではないか

と考えました。 

 そして、そのネットワークハブとして機能していく新しい機能を有する法人。こういっ

たものも必要であろうと。 

 そういった法人の設立とか運営とか、そういったものはいきなり走り出せないので、内

閣府には、これを支援していただきつつ、価値デザイン経営の考え方の指針を策定いただ

く。こういうデザインで普及を進めていけばどうかということを検討いたしました。 

 次のページをお願いします。 

 その普及を加速させる戦略としていろいろなアイデアが出てまいりました。大企業に対

してのアプローチとしてはどういうものが考えられるかというところでは、先ほども局長

のほうからもあったように、大企業にとってインセンティブはなにかということもあり、

株式市場は非常に敏感に反応するであろうというところで、価値デザイン経営の指標みた

いなものが株式市場に対して打ち出すことができると何かしらの変化が生み出せるのでは

ないか。 

 あとは、価値デザイン企業への表彰です。何がいいことなのか、ベストプラクティスを

分かりやすくするということもいいだろう。 

 また、大企業はやはりいい人材が欲しいという背景から、経営デザインシートを活用す

る企業には良い人材が確保できるメカニズムがここでは生まれてくるであろうから、そう
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いったメカニズムをうまく使いつつ、リクルート市場からも働きかけができるのではない

かということを考えておりました。 

 中小企業に対してのアプローチとしては、やはり金融機関人材の育成。これはまさに田

中局長が先ほど御指摘いただいたことと全く同じようなものかと思います。 

 それから、仲間を広げていくアプローチというところで、これは横につながっていく仲

間をいかにつくるかというところなのですけれども、１点、３行目のところに修正漏れが

ございまして、ここは訂正をさせていただきたいのですが「内閣府の意向を受けた組織と

して行っていく」と書かせていただいているのですが、これは「内閣府の後押しを受けた

組織として行っていく」と訂正させていただければと思います。民間の企業連携等を促し

ているいろいろなグループがあろうかと思います。こういったところとネットワーキング

をしていくことも普及にとっては非常に重要ではなかろうかということを検討いたしまし

た。 

 政府（内閣府）へのアプローチとしては、こういった上に書かれているようなものは民

間の力だけではどうにもならないところがありますので、そこを政策誘導という形だと思

うのですけれども、各関係者、関係省庁を動かしていくようなムーブメントをつくってい

ただけたらということでこのように整理しております。 

 そこに関連しては、本日、現状どんな状況なのかということの御報告もございます。大

企業についての、我々、幹事会のほうのメンバーからヒアリングしたところでは、関西経

済同友会の幹部候補生の勉強会がございますが、ここで経営デザインシートを紹介したと

ころ、反応がいいところが半分ぐらいあった。課長級であるとか人事部門であるとか、そ

ういった属性のメンバーが非常に親和性を感じている。今、やっていることと非常に親和

性があるということで導入しやすい。この中には大企業もいらっしゃったので、大企業と

の親和性というものもあるのではないかと我々のほうでは認知しております。 

 また、中小企業についても後継塾みたいな、そういったところでずっと使われてきたメ

ンバーがいるのですが、この脱コロナと、これから企業再生というものが中心になってい

く中で、また、経営者保証を外すという動きの中で金融機関との目線合わせみたいなとこ

ろでは中小企業支援に経営デザインシートが必須になってくるという意見も出ております。 

 次のページをお願いできますでしょうか。 

 先ほどもDXのお話が出てまいりましたけれども、我々のほうでも幹事会のメンバーの中

での議論では、このKDSとデジタルトランスフォーメーションは非常に親和性があるのでは

ないかという意見が出ております。DXに関するコンサルタントがいるのですが、多くのケ

ースにおいて目的が明確でないDXが今、なされている。効果がなかなかそれでは出てこな

いというところで、これは何をやりたいのかというDXの目的をはっきりさせていくときに、

この経営デザインシートは非常に有用なのではないか。経営デザインシートで経営とDXを

統合・一体化していくのが方向性としては非常にいいという指摘も幹事のほうからは出て

おります。 
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 次のページをお願いできますでしょうか。 

 先ほども出てきましたけれども、バリューデザイン憲章について少し提案させていただ

きたいと思います。 

 経営の基本方針として、こういった分かりやすいものを発信するのは非常に有用ではな

いかと考えております。といいますのは、実現されるべき世界観とか基本的な考え方を分

かりやすく明らかにして、それに賛同する人たちを集めていく、求心力になるようなメッ

セージをここでつくっていくのが目的となります。 

 実現されるべき世界観というものは、少し難しく書いているのはあるのですが、経営を

デザインするという考え方が当たり前の世界。こういう社会になったときには、これがま

さに価値デザイン社会ということができるかなと思います。そこで必要となるものは、経

営デザインシートの活用ということもあるのですが、内発的動機に基づいた継続的な自己

革新がしっかりと根づくこと。これは自律的な人間相互の啓発によって発展する人間中心

の自律的世界という、ちょっと難しい言葉になっているのですけれども、こういう表現で

も我々は検討してまいりました。 

 その基本的な考え方、マインドセットというところが①～⑦で、自己存在の価値への確

信が非常に重要ではないかということを現在考えながら検討を進めているところでござい

ます。 

 次のページをお願いいたします。 

 この推進をしていくために、やはり母体となる法人は必要ではなかろうかと。既存法人

には、もちろん、力を持っているところ、リソースを持っているところ、いろいろあるか

と思います。そういった普及に取り組んでいただけるところはもちろん仲間にしながら普

及していく中で、既存の法人ではできないこと、苦手なことがやはり出てこようかと思い

ます。そこはまた新しい法人を立てたらどうかということで説明させていただければと思

います。 

 次のページをお願いいたします。 

 価値デザイン社会の実現を加速させる法人、そういう動きをしていく法人がどういった

要件を備えていなくてはならないかというものを少し整理したものになっております。 

 右側のところはちょっと細かいことになってしまいますので、割愛しながら説明を進め

ますと、要件の①としては、法人の目的が「価値デザイン経営」の普及・推進であること

が必要であろうかと思います。現状、この新しい概念ですので、これを目的とした法人は

いない。既存のところはこれを目的としていないので、これを目的とする新しいものは必

要ではないか。 

 そして、非営利組織であること。これはやはり、営利組織というものは自らの利益の最

大化を実現しなくてはいけない構造的なミッションがありますので、それによって独占と

いうことが起きてしまう。これは普及につながらない可能性もあるので、非営利組織であ

るのが重要ではないか。 
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 ３番目、理念の承継があること。これは非常に重要かなと考えております。オリジネー

ターである旧タスクフォースメンバーの先生方のお考えをやはり正しく引き継ぎながら推

進していくことが非常に重要ではないかということが３番目となります。 

 ４番目で、これはネットワーキングのところにも絡むのですが、他の推進・実践主体と

の競合を最小限としながら、良好な関係性を維持できるというプラットフォーム的な機能

も必要であろうと考えております。 

 それから、持続可能であることということで、これは一次的な補助金みたいなものであ

るとか、助成金のようなもので運営することではなかなか継続できないことから、やはり

自主事業をしっかり持って、自立した経営母体となることが重要ではないかと考えており

ます。 

 このような要件を満たす普及のための新法人がどういう形であればできるかをこの分科

会では検討しているということになります。 

 次のページをお願いできますでしょうか。 

 その普及のハブとなる新法人の機能の中にも最重要な領域があろうかということで、４

つ挙げさせていただいております。 

 まずは、先ほどのバリューデザイン憲章はやはり時代が変わる、世の中が変わるととも

に、その内容をチューニングしなくてはいけないということも想定されます。これを番人

としてやっていく機能は非常に重要ではないかというのが１番目でございます。 

 ２番目は、先ほども少し出てまいりましたが、品質保証。特に普及をしていくときの支

援人材がしっかりとした支援をすることが重要にもなってこようかということで、その品

質を保証していくための方法論であるとか、あとは認定制度等を通じて、安心して支援を

受けられるという環境づくり。こういったところを、この新しい法人の機能の重要な領域

の２つ目と位置づけております。 

 ３番目は、次の項目にも出てまいりますけれども、官民連携プラットフォームの事務局

機能というところです。これも重要な機能ではなかろうかと考えております。 

 そして４番目で、以上の取組についてのモニタリングをしながら、政策提言を含めて情

報発信をするのは非常に重要ではないか。本ワーキンググループがまさにモニタリングの

機能ということではありますが、現状は２年間に限定されている。ただ、中長期的な取組

において、その機能を持続的に担う組織はやはり必要ではないかというところで４番目に

これを挙げさせていただきました。 

 次のページをお願いできますでしょうか。 

 続いて、官民連携プラットフォームについて提案させていただければと思います。 

 もう一枚めくっていただけますでしょうか。ありがとうございます。 

 この必要性については、先ほど来から出ておりますように、中長期の取組になりますの

で、継続的な活動をしていく上でプラットフォームとしての位置づけを考えております。 

 概要としては、内閣府と普及法人によって運営されるプラットフォーム。官と民と両方
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で支えていく。そして、最低年１回程度の総会を開催し、価値デザイン社会に向けた取組

を行う多様な、多くのステークホルダーを集合させ、さらに交流と情報交換によって、全

体の活動を促進していくことが目的となります。 

 御提案のポイントは実はこの一番下になりまして、ここはぜひ御検討いただきたいとこ

ろではあるのですけれども、価値デザイン社会を目指す有力な、影響力のある法人である

とか個人をネットワークすることがこのプラットフォームにおいては非常に重要であると

考えております。それを行う、実現するために、当ワーキンググループを発起人というポ

ジションに置いて、このワーキンググループのオブザーバーとして有力な法人・個人を招

聘し、そのネットワークに加わっていただくようなメカニズムも一つ御検討いただいても

いいのではないかなという議論をさせていただいております。 

 続いて、次のページをお願いできますでしょうか。最後の１枚となります。 

 こちらが官民連携プラットフォームのポンチ絵といいますか、絵で表現させていただい

たものになりますが、最低限、こういった姿を目指すべきではないか。もっと工夫の余地

はあろうかと思うのですけれども、内閣府が普及のハブとなる新法人というところを後押

しする中に、この官民連携プラットフォームを位置づけて官民の取組を推進する。 

 発起人には、その上にあるように、ワーキンググループを発起人として、求心力として、

価値デザイン社会を広める組織であるとか個人。それから、経営デザインシートを活用し

ている企業とか個人。こういった方々をこのプラットフォームの中に入っていただきつつ、

そこでの交流、それから、情報発信というものをしながら、総会を開催しながら進める。 

 そして、内閣府がずっと事務局機能を担っていくのはなかなか難しいと考えますので、

その部分はこの新法人が担っていけばといいのかなということで、このような形で表現さ

せていただきました。 

 用意させていただいている資料は以上ではあるのですが、この経営デザインシートの普

及に関してのセミナーの開催状況みたいなところも追加で口頭で報告させていただけたら

と思います。 

 我々、幹事会のほうで把握しているだけにとどまりますので、全て網羅的ではないので

すけれども、昨年10月末から今年の１月末の約３か月間で22件ほどのセミナーが開催され

ていることを確認しております。その後、コロナの影響が非常に大きくなったこともあっ

て、それまでリアルで行われていたセミナーは皆無ということで、それが８月ぐらいから

再開され始めているような状況でございます。 

 実施の形態としては、オンラインプラスリアルの会場実施というスタイルが多いかなと

認識しております。具体的にはJCさんのセミナーがあったりとか、あとは埼玉県の産業振

興公社さんでKDSの御紹介セミナーに加えてワークショップセミナーと、その後のハンズオ

ンの支援というものがセットになったような形。TAMA協会さんも３日間、３回、同じよう

にセミナーとハンズオンを組み合わせたもの。ほかにも中小向けには創業塾とか後継塾と

かといった形でこれから幹事のメンバーが実施する予定です。 
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○事務局 こちらは内閣府知財事務局でございます。申し訳ございません。回線にトラブ

ルがございまして、至急復旧いたします。 

○近藤委員 今、申し上げたところで、数字的なものとか実施の実態についての報告で最

後となりますので、これで私の報告を終わりとさせていただきます。ありがとうございま

した。 

○渡部座長 鮫島委員、近藤委員、ありがとうございました。 

 最後、何か事務局の音声が入ってしまいましたけれども、今、ここまで問題ありません

か。事務局側は大丈夫ですか。 

○小林参事官 一瞬、通信が途切れましたけれども、復旧したので大丈夫です。すみませ

ん。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 それでは、今、事務局と幹事会の委員の方の御説明を伺いましたので、ここから時間的

には１時間弱、意見交換の時間を取っておりますので、皆様から意見を頂ければと思いま

す。 

 オンラインですので、話し始めれば多分、マイクが機能すると思いますし、あるいは画

面で手を振っていただくなり、挙手ボタンを使っていただく。どういうやり方でも結構で

すので、どなたからでも結構ですので、今日は全員の委員の先生方に御発言いただければ

と思います。よろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。 

 では、田中委員、お願いします。 

○田中委員 こんにちは。恐れ入ります。 

 今、皆様からのお話を伺って、いろいろ考えるところがありました。まず、この経営デ

ザインシートというものがバックキャスティングから始まるということは、つまり何が問

題なのか、どうありたいかという問いを立てることから始まるということだと思いました。

それがあって初めて、この課題解決をするためのデザインシートが機能するのだと思いま

す。 

 そうだとすれば、このデザインシートを作ることができない企業は、この先がないとい

うことも言えるのではないでしょうか。そうなると、言葉が適切なのかどうか分かりませ

んが、今社会課題となっているゾンビ企業が整理されていく一つのきっかけにもなり得る

のではないかと考えています。 

○渡部座長 ありがとうございました。今のでよろしいですか。 

 多分、その手の議論はあるかと思いますが。 

 お願いします。 

○宮丸委員 アビームコンサルティングの宮丸でございます。 

 我々、実はタスクフォースの前段のときに当時の知財事務局の皆様からお声がけいただ

いて、いわゆる大企業にどうやって普及していくのかというところで御相談を受けまして、
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実は大企業版の経営デザインシートなるものをつくらせていただいて、今、実際に大企業

様向けのコンサルティングサービスの中で使っています。 

 今ある、先ほどバックキャストという御質問がありましたけれども、恐らく大企業さん

に使っていただくためにはそのバックキャストだけでは済まなくて、実は今で言えば不確

実性のこの時代の中、経営環境の中でいかに自分たちの存在意義みたいなパーパスの部分

と、その不確実性を踏まえながら企業変革のようなものを繰り返していけるような組織と

か企業体になっていくためにいかに構想を繰り返していくのかというところが実はこの経

営デザインシートの意味合いですというふうに説明しながら、各企業さんとの間でのコミ

ュニケーション、特にパーパスとかビジョンをつくるところから自分たちの事業構想、ま

さにこのコロナの足元ですから、変化が大きくて、日々、この構想を繰り返し行いながら、

いかに早く企業変革を繰り返していけるような姿に生まれ変わっていくのかというテーマ

で実際にコンサルティングの中で使わせていただいています。 

 その経験値から言いますと、やはり実際に使っていただくためには、このシートだけで

はなくて、そのシートとその企業様が置かれている経営の状況、あるいは経営者の方々の

実現したい思いみたいなものをつないであげるような文脈がどうしても必要になってくる

のだなというのを実際のコンサルティングの実務の中では感じながら日々使わせていただ

いています。その結果、かなり各社さんごとに実はどんどんカスタマイズがされていくの

が運用の中では見て取れる部分かなと思っています。 

 先ほど大企業の中での普及ということで、例えばキャピタルマーケット側のほうでそう

いうものを評価するような指標もありましたけれども、今、先ほどお話があったように、

足元ではかなり企業としては淘汰されていく時代が見えてきていますので、恐らくは既存

の企業とか組織が自分たちの中で生まれ変わっていくためにこういう思考とかツールをど

う使っていくのかという発想と、それから、我々自身が感じているのは、例えばスタート

アップ企業様と大企業様がいかにコラボレーションしていく中でこういう経営デザインシ

ートのようなコンセプトで共通のコミュニケーションを将来、未来像からもう一回つくっ

ていくところと、２つぐらいの方向性が出てくるのではないかと感じています。 

 こういうものをでき得れば普及活動の中で実際にどう使っていただきたい、あるいはこ

れからの価値デザイン経営を実現していただきたい経営者の皆様に届けていくのかという

ところを普及活動の中では考えていきたいなと感じています。 

 ちょっと冒頭で長くなりましたが、実務の中で使わせていただいているコンサルティン

グの視点としてはそういうことを感じながら、この経営デザインシートを実は発展させな

がらどんどんカスタマイズしていっているのが現場での実態であるということをある意味

ではインプットとして契機にさせていただきたいと思います。 

 私のほうからは以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 今のをちょっと個人的には、さっきのスタートアップと大企業の話は、スタートアップ
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の経営デザインシートと大企業の経営デザインシートを両方共有することによって、どこ

でアライアンスするかをはっきりさせるみたいなイメージですか。 

○宮丸委員 恐らくそういうアプローチで日本企業、特に大企業の場合はオープンイノベ

ーションを失敗してきていると思うのです。むしろ、先ほどパーパスという言葉を使いま

したけれども、スタートアップ企業とどういうものを実現したいのかという、理念とか将

来に向けたありたい姿みたいなものを共有した後に、こういう経営デザインシートのよう

なツールを使いながらスタートアップと大企業が同じ立ち位置でビジネスを構想していく

ところが重要になっていくのかなと感じています。 

○渡部座長 面白いですね。さっき大学技術移転協議会でオンラインで議論していて、ス

タートアップとの連携はやはり大企業は難しいので、そこはちょうど議論していたところ

でした。 

 強瀬さん、お願いします。 

○強瀬委員 強瀬です。 

 今スタートアップというところで、鮫島先生のところでもちょっと発表したかもしれな

いのですが、昨年の秋にベンチャー選手権を東京都の講演でやったことがありまして、そ

この一次の必須条件として経営デザインシートを提出条件にしました。 

 先ほどお話が出ていたとおり、スタートアップ企業は経営デザインシートでいうと左側、

ビジネスモデルとビジョンがあって、ビジネスモデルは書けますが、ゴールは１年、２年

後のゴール。将来である５年後、10年後のゴールを書けということを要求しましたところ、

160社ぐらいの応募があった中で半分ぐらいはそこが書けませんでした。結局、ビジネスモ

デルはできたけれども、直近のマーケットは押さえても、将来のゴールまで考えてないの

です。そういう方は二次に進めなかったということがありました。 

 一次・二次審査で経営デザインシートを表側に書いて、裏側にマーケットシェアを書い

ていただいて、どういうところを目指すのかということをやりました。以前、楽天の三木

谷さんがビジネスモデルの説明に来られたときがあって、楽天モールの展開を説明してい

たのですけれども、最初は小さな単位ですが、ゴールは１兆円の規模になるのだというこ

とをお話しされて、それをどうやってやるかという説明を聞いたことがありました。これ

はまさしく経営デザインシートだったのだなというふうに今、感じてます。 

 普及の状況としましては、一番直近は大阪府の工業会で大阪工業大学さんとの連携でや

ったのですが、経営デザインシートを説明しました。そこで反応が良かったのは、弁理士

さんが非常に反応が良かったです。弁理士さんは知財を担当されてますが、その知財を使

って将来どうするかを考えるということで、弁理士さんがコンサルティングをする。この

辺に役立つということでかなり反応がありました。 

 また青山学院大学で学生の授業をウェブでやったのですけれども、そのときも経営デザ

インシートの説明をしました。学生の受けはすごく良かったです。メール等で反応があっ

て、これは自分たちのこれからの構想を考えるのに使えるということを言っていただいて
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いる学生がいて、非常に好評でした。 

 もう一つは、東京都立大学のリカレントのカレッジがあるのですが、２週間。90分の授

業を２回やったことがあります。参加者はもう経営を卒業されたOBの方ですけれども、こ

の方たちからも非常にこのシートはいいのではないかというお声を頂きました。東京都立

大学の実務研修できらぼしグループが５時間ぐらい受け持っていましたけれども、その中

で一番、経営デザインシートのところが評価をしていただきました。来月も東京都立大学

のリカレントカレッジでまた授業をすることになっていますので、ここでも経営デザイン

シートを使おうと思っています。 

 タスクフォースをやっているときは銀行員であったわけですけれども、ちょうど、この

６月の株主総会で銀行を離れてコンサルティング会社に移りました。コンサルティングを

やるときに、この経営デザインシートの考え方が必要と思いました。以前は表面に出てき

ている課題を解決することばかりやってきたわけですが、やはりゴールをどこに置くかと

いうことが必要と感じてます。例えば書店であれば、最終的に100年生き残っている書店を

つくるためにはどうしたらいいのかとか、ゴールを定めてコンサルをやることが必要なの

だということを皆に言っております。ゴールを見た上での身近なコンサルをやることを目

指していきます。 

 ちょっと長くなりましたけれども、最近の私の報告とともに報告させていただきました。

ありがとうございました。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 ちょっとすみません。私から質問で、さっき弁理士の方の反応が良かったというのは、

弁理士の方がたまたまおられたということですか。何か弁理士会とか何かが協力してとか、

そういうことではないですか。 

○強瀬委員 おっしゃるとおりで、弁理士会にも声をかけて、大阪府の弁理士の方がたく

さん来ていたことは確かにあります。 

○渡部座長 弁理士会はそれを認識してやっていらっしゃるということですか。 

○強瀬委員 いや、弁理士会さんが認識しているわけではないと思います。大阪府工業会

と大阪工業大学が窓口で、弁理士会のほうに声をかけたので弁理士さんが来ていただけた

のだと思います。 

○渡部座長 分かりました。ありがとうございます。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 森委員、お願いします。 

○森委員 日本金融人材育成協会の会長をしています森です。皆さん、聞こえていますで

しょうか。 

○渡部座長 聞こえています。大丈夫です。 

○森委員 私からは、局長さんから重要論点の一つということで力学の話がありましたし、

まさにこの価値デザイン経営を当たり前のように日本社会に普及・浸透させていくといっ
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たときの力学構造をしっかりと考えながらやらないといけない。それで、官民プラットフ

ォームの話もございましたし、新しい法人の形でいわゆる非営利という意味で一般社団法

人の話も事務局、近藤さんのほうからもご説明があって、それらの認識を共有した上で、

２つ述べたいと思います。 

 第１点目は、力学構造です。私自身は今、日本金融人材育成協会というところで、名前

のとおりなのですけれども、金融面から全国の中小企業を支援する人材を育成するという

ことで、資格のTACというところを皆さん聞かれるとぴんとくると思うのですが、その資格

のTACがいわゆる資格を取って、例えば税理士とか弁護士、弁理士。今も出ましたが、そう

いう資格の分野で活躍される。もちろん、それはいいのだけれども、今、日本経済が直面

しているのは、大企業のいろいろな事業変革も重要なのですが、358万者とされる本当に多

くの中小事業者で、特にコロナにも直面しながら大変な状況にある。そこをまさに中小事

業者の事業変革をいかに進めながら、改めて稼ぐ力をつけていく。そこが重要であろうと

いうことなので、それで今、日本金融人材育成協会はTACが出資をする形で活動しているの

ですけれども、一つ一つの、例えば税理士とか弁理士とかという資格を取った人たちも、

資格を取っていない人たちも含めなのですが、全国の中小企業の事業をしっかり理解した

上で、その事業性評価に基づいて、もちろん、現場の実地調査なども踏まえ、事業性評価

をした上で経営課題に刺さるようなソリューションを提供していくことが極めて重要であ

るし、アフターコロナに向けての事業変革をし稼ぐ力を付けていくには不可欠であると考

えているところです。 

 その事業性評価をするときには、これも局長さんのご説明にも出ましたローカルベンチ

マークと経営デザインシートはすごく重要であるということで、日本金融人材育成協会は

経営人材を育てる意味では資格制度をつくっていまして、企業経営アドバイザー。まさに

全国の中小企業の経営者に伴走しながら稼ぐ力をつける。その人材を育成する企業経営ア

ドバイザーという資格をつくっています。そのテキストには、まさに私がこの内閣府の知

財タスクフォースの委員であったということと、経済産業省本省のローカルベンチマーク

活用戦略会議の委員も2016年４月スタートのときから、その前からなのですけれども、ロ

ーンチマークの戦略会議の委員もずっと務めておりまして、そういう意味では中小企業の

稼ぐ力をつけるには、このローカルベンチマークと経営デザインシートを相互補完的に活

用することで事業の「見える化」をする。そうすると、まさに上場していない中小企業の

ガバナンスを働かせるという意味での金融機関に可視化され、お金も貸しやすくなる。そ

の可視化のまさに、フレームワーク思考の道具として、この経営デザインシートとローカ

ルベンチマークを合体させる形で今、普及し、実際の資格制度にも取り込んでいます。そ

ういう意味で、この経営デザインシートを、全国の中小企業、このコロナは大変なのです

が、いかに改めて稼ぐ力、事業変革をするための思考補助ツールとして、全国への正しい

普及･浸透に今まさに取り組んでいる最中です。 

 ただ、私からしますと、中小企業の数が358万者とやはり多いものですから、まさに力学
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構造として、私としては中小企業庁、そして、経済産業省で委員等を務めている観点から

しますと、経産省がまさに認定している認定支援機関がこの経営デザインシート、ローカ

ルベンチマークをしっかり理解・活用することによって、全国の数多くの中小企業に伴走

するために国が制度をつくった、その認定支援機関がしっかり理解して、これをフル活用

するというふうにやっていく、そうした力学構造が良いのではないかと思います。 

認定支援機関としては、税理士や診断士など士業の方たちが多いのですけれども、そこ

が活躍すると、今、政府の予算もつけながらアフターコロナに向けて補助金･助成金のいろ

いろな手を打っている最中なのですが、変なお金の使われ方ではなくて、まさに事業変革

に向けたしっかりしたお金の使われ方をするための事業の可視化。そこに経営デザインシ

ートとローカルベンチマークが使われるという方向で取り組んでいくべきですし、我々、

協会としてはそこに踏み出している。 

 ただ、中小事業者の数が多いだけに、これらのツールの普及･活用は事実、途上なので、

そういう意味で力学構造の点から、例えば今、申し上げた認定支援機関はすごく幅が広く

て、商工会議所、商工会、中央会もございますし、税理士、診断士、弁護士などですが、

まだまだ認定支援機関自体が経営デザインシートの正しい認知が遅れていますので、そこ

への普及が必要だなと強く感じています。 

 それと、第２点目は、検査マニュアル廃止、コロナ、地球規模課題への対応という時代

認識の観点です。私は日本銀行のOBで、日銀は今、マイナス金利に取り組んでいますが、

実際の私が関わってきた経験からしますと、1999年からですから、20年ちょっと以上前に、

ゼロ金利政策をスタートさせて大量の資金供給をしてきているのです。ところが、本当に

お金を必要としている中小事業者にお金が必ずしも届いていない。事実です。それでマイ

ナス金利まで踏み込んでいる。まさにさっき、甘利大臣の話も出ましたけれども、私は日

銀のときに金融高度化センター長などをやっていましたが、とにかくどうやって中小企業

にお金を届けるのか。心臓である日銀は必死で資金供給をやっているのですが、血管を作

っている金融機関から、その先にある中小企業・小規模事業者に必ずしもお金が届いてい

ないということなので、そこをしっかりしないといけないという問題意識を私は日銀時代

から持っていました。そういう意味では、全国の中小企業に適時適切にお金が届くこと自

体がやはり日本の活力をつける。それで、上場企業の話もありましたけれども、やはり上

場大企業がしっかりとした世界に誇る品質を有する製品をつくるにも、バリューチェーン

と同時にサプライチェーンにしっかりした中小企業、技術力やサービス力を持った中小企

業を金融面からしっかりと育んでいくような、そこが重要だ考えています。 

 日銀を退職した後、中小企業を金融面から支援する活動をしている関係で、金融庁から、

融庁参与を委嘱しますということで、私は金融庁の参与を務めています。金融庁は、去年

の12月、検査マニュアルを廃止したのですが、私は、検査マニュアル廃止後の検査・監督

のあり方を討議する研究会の委員も務めていました。検査マニュアル自体は不良債権処理

のときには役に立ったのですけれども、不良債権処理が終わった後もずっと、まさに金融
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庁は検査マニュアルを使って不動産担保は取れていますかとか、中小事業者の個人保証は

ちゃんと取っていますかとか、そのような検査・監督をやってきた結果として、一言で言

うと、金融機関がまさに中小企業の事業を見る前に金融庁と検査マニュアルを見て仕事を

するみたいになってしまった。日銀がゼロ金利をスタートさせた1999年に検査マニュアル

が公表されました。私は日銀サイドで検査マニュアルに関与していたのですが、不良債権

処理は終わっているにもかかわらず金融検査マニュアルがあり、結果として、少なからず

の副作用が事実として存在していた。金融庁も金融機関もマインドセットを抜本的に切り

替えるには、やはり廃止すべきと考えていました。実際に去年の12月に廃止されました。 

 そういう意味では今、金融機関は、金融庁と検査マニュアルを見るということではなく

て、事業者を見る、しっかり事業性評価をするのだという時代に突入した、まさにコペル

ニクス転回と私は言っているのですけれども、新たな幕は開いたのです。ただ、事業者、

特に中小企業では粉飾決算なども少なからずあるので、私は中小企業の社長さんには絶対

駄目だと言っているのですが、社長自ら、しっかりと事業の見える化をして金融機関に見

せる化をしないと、金融機関もお金を貸すことができませんから、私は、検査マニュアル

の廃止と同時に、この経営デザインシートとローカルベンチマークを活用することによっ

て中小事業者の事業の可視化を適切に行っていく。それを併せてやっていかないといけな

い。先ほど指摘した認定支援機関にはほぼ全ての金融機関もなっていますので、ここの力

学構造もうまく考えながら、これらを一気に普及･浸透させないといけないと考えています。 

 この「一気に」を強調したのは、コロナがあるが故に、スピード感を持って、中小事業

者の事業変革を促してくことが不可欠だからです。かつ、コロナの有無と関わらず、ESG

とSDGｓの観点での地球規模課題の解決も待った無しです。私は、環境省のESG金融ハイレ

ベル・パネルの委員も務めているのですが、ESGとSDGｓへの取組みといった非財務情報の

可視化がポイントです。大企業はESG、SDGsをどんどんやっていますけれども、中小事業者

が次の一手を打つときの打ち手のところが、CO 2問題への対応を含めESGとSDGｓへの対応

が必ずしも十分ではない。中小事業者のESGとSDGｓへの取組みこそが、稼ぐ力を付けてい

くことにつながります。 

以上、検査マニュアル廃止、コロナ、地球規模課題への対応という時代認識の下で、中小

事業者の企業価値向上に向けた事業変革を促していくためには、金融機関も含めた認定支

援機関の力学構造を上手く考えながら、経営デザインシートやローカルベンチマークのさ

らなる普及･活用が非常に重要だと思っているところです。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 鮫島先生、まだおられますか。御退室するというふうに伺いましたけれども、もし御発

言があれば。 

 これは今、おられるのですか。これはもう御退室されてしまいましたか。 

 すみません。では、続けていきたいと思いますが、どなたか、また御発言いただければ

と思います。 
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 野並委員、お願いします。 

○野並委員 ありがとうございます。ただいまいろいろと話題に出てきております中小企

業が集まっております日本青年会議所でございます。 

 日本青年会議所といたしましては、2019年からこの価値デザインという考え方をいわゆ

る会員に広めていこうということで委員会を立ち上げさせていただいて、2019年、2020年、

また私、来年、会頭をさせていただくことになったのですけれども、2021年に関しまして

も、この価値デザインという考え方はそのまま引き続きやっていく予定で今、準備をさせ

ていただいているところでございます。 

 また、先ほど近藤様からも御紹介がありましたが、もともと住田様に講師になっていた

だいて、1,400人を超える方々に向けてのセミナー、また、価値デザインシートに関しまし

ても、公開ベースで245、非公開ベースで205、合計450の価値デザインシートを書いていた

だいているという数値的なところはまず御紹介という形でさせていただいております。 

 今、お話を伺っていた中でふと思ったところではあったのですけれども、特に最後、森

様が発言されていた点かなと思っております。中小企業といたしまして、やはりお取引し

ている金融機関がどのようなところに関心を持っているか、どのような角度で自分たちに

対しての融資であったりですとか、そういったところを見ていただくかといったところに

関しては一つ大きなファクターだなと思っております。 

 その中で、非数値化みたいな観点でこの価値デザインシートも使われてくるのかなと思

うのですが、目の前の数字だけではないところで将来の価値をしっかりと見定めていただ

けますと、新しいものをどんどん生み出していきやすい。 

 また一方で、金融機関の中でも御担当者様が仮にその部分に関して御理解があったとし

ても、やはり組織で動かれているものだと認識しておりますので、当然、上司の方が融資

した場合にどれぐらいのリスクがあるのだみたいな、そういう会話は金融機関の中で行わ

れるものだと理解しております。 

 その中で、どれだけリスクに対しての投資をしていただけるかみたいなところはどうし

ても数値化がしにくい部分にもなってくるかなと思いますので、その中の同じフェーズで

話させていただくものとして、この価値デザインシートというものはお互い活用しながら

進めていくといったところが今後、ただ単純に目の前の数値化だけではない形での企業経

営を進めていけるのではないかなと思っております。 

 ぜひとも足元の現場としての中小企業といたしましても、そのような形で頑張ってまい

りますし、また、金融機関の方々におかれましても、そういったところの視点で改めて中

小企業を見ていただけると幸いだなと思っておりますので、何とぞよろしくお願いいたし

ます。 

 簡単でございますが、発言は以上とさせていただきます。 

○鮫島委員 すみません。鮫島です。 

○渡部座長 鮫島先生 
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○鮫島委員 さっき、渡部先生の御指名は聞こえていたのですけれども、ちょっと私、今、

外出しようとしていて、アイフォンでチェックしていて、出られなくて済みませんでした。 

 私はどちらかというと、今日も発表させていただいたとおり、普及の基盤をつくる側な

ので、今日は皆様方の、これは久しぶりに皆様方の生の声を聞いたわけなのですが、大企

業のみならず中小企業も本当にいろいろな方面でKDSに対する期待が恐らく以前よりも、あ

るいは2018の頃よりも高まっているということを今、すごく肌に感じておりまして、こう

いったことも踏まえて、今後、幹事会とともに、これをどのようにして普及していくかに

ついて、また全力を挙げていきたいと感じました。 

 特に意見ではありません。コメントなのですけれども、そういうふうに感じましたので、

また今後ともぜひ引き続きよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 では、小林委員、お願いします。 

○小林委員 遅れての参加となってしまって申し訳ございませんでした。シクロ・ハイジ

アの小林誠と申します。旧タスクフォースのときから関与させていただいています。 

 ちょっと遅れた関係で空気が読めないといいますか、どういうテーマでというのがもし

かするとちょっとずれたことを言うかもしれませんけれども、経営デザインシートのほう

で、もちろん、ツール、フレームワークとして企業のビジネスの「見える化」をする、将

来像を固めていく意味でアウトプットとしての価値というものはすごく高いと思っていま

す。 

 一方で、それをツールとして普及させるよりは、もう少し本質的な価値の部分について

コメントさせていただきたいのですが、私、例えばM&Aですとか企業アライアンス、もしく

は新規事業開発戦略とかというところでコンサルティングのサポートをさせていただいて

いるのですけれども、例えばこのKDSの一つ重要な価値として、やはり価値観を変える部分

がすごく大きいのかなと。つまり、今まで日本企業、私も含めて日本人全般かもしれませ

んが、どうしても過去の延長線上で考えてしまう、積み上げで考えてしまうようなところ

からなかなか分かっていても脱却できないみたいなところがあって、経営デザインシート

は過去も現状も大事だけれども、将来、自分が何をやりたいのかですとか、どういう価値

を社会に対して提供していきたいのかというものを考えていく。その発想の転換であった

り、価値観の転換という、人の考え方を大きく変える。さっきの森先生のお言葉を借りれ

ば、これもコペルニクス的発想の転換だと思うのですが、今までの考え方から変えていく

のがすごく大事かなと。 

 私のお客様は大企業から中小、ベンチャーまで幅広くいらっしゃって、皆さん、やはり

これは大企業も、先ほどの強瀬先生のベンチャーもそうですけれども、今のビジネスモデ

ルは書けるのですが、将来、なかなか書きにくいみたいなところがあって、この将来への

考え方、価値観を変えていくのはすごく重要な、このKDSの価値だと思っていますので、普
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及というものにあたって単純に、この経営デザインシートを普及させるよりも、この価値

デザイン経営という考え方を普及させるようなことをテーマに普及の仕方を考えていくべ

きかなと思っています。 

 それから、少し注意しなければいけないかなと思っている点は、やはり先ほどの大企業

とベンチャーとでちょっと使い方が違うねですとか、中小企業側として、それから、金融

機関側としても少し見方が違うねという中で、フレームワークが完璧に固まっていて、そ

れを何かしっかりこなそうとすると先ほどの森先生の金融検査マニュアルみたいな話にな

ってしまって、普及ありきで考えないほうがいいかなと思っていて、恐らく、この経営デ

ザインシートはいろいろな使われ方をして、いろいろな可能性を秘めている。そういう類

いのものなので、これからもいろいろな場面でいろいろな使われ方があります。そうする

と、普及を担っていく、普及をどんどん推進していく。そういった組織ですとかというも

のを想定した際に、何かよって立つものといいますか、そもそもの幹の部分がちゃんとし

ている必要があるのかなと思っています。 

 こういう使い方をしたときに、ある人はこうだと言っていて、ある人はこうだと言って

いる、ある団体はこうだと言っているみたいなことになると、なかなか普及が進まなくな

ってしまいますので、やはり何か求心力がある組織がまさにスピード感を持ってやってい

かないといけないかなと思っているところです。 

 以上でございます。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 では、関委員、お願いします。 

○関委員 公認会計士の関でございます。 

 私も旧タスクフォースのときから経営デザインシートに携わりまして、実際に経営デザ

インシートを、それなりの大企業に対してもそうですし中小企業に対しても経営デザイン

シートの指導に参加させていただいております。 

 経営デザインシートが公表されて２年でございますのでコンセプチュアルなところは出

来上がってはいるのですけれども、例えば経営デザインシートにある、(企業が顧客等への)

「提供する価値」という項目を一つ取ってみても、シートにどうやって落とし込んでいく

のかというところは実際に走って考えながら会社と話をしながらつくり上げている状態で、

やはりいまだに発展途上のツールなのだろうなと思います。 

 だからこそ、つくり手側からすると非常に面白いわけですが大企業、中小企業、いずれ

にとっても非常に難しいなと思うのは、やはりこの(顧客等への)「提供する価値」をどう

いうふうに捉えるのかというところです。価値といっても、例えば顧客の感情に訴える「情

緒的価値」なのか、製品やサービスの機能面に即した「機能的価値」なのかというように、

人によって価値の捉え方も全然違うわけです。本当は人によって違うこともあってもいい

と思うのですが、最終的にどんな価値を求めるかというのは、やはりつくり手(企業)側の

思いといいますか、自分の夢とか、そういったものがもともとあって、経営デザインシー
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ト作成を通じた関係者間の議論を通じてその夢と価値がぶつかり合って、経営デザインシ

ートの一番右側の価値というところに、非常に抽象的な言い方ですけれども、書かれるの

かなと思います。 

 でも、この価値の導き方は非常に難しくて、いろいろな方法論が考えられます。まだそ

ういったメソッドとか考え方はまだまだこなれていないなと感じます。ここが実際に普及

にあたっての非常に障害といいますか、課題になるところだと思います。こういったとこ

ろといろいろな知見を合わせて、それを共有して普及していくことが、この経営デザイン

シートもそうですし、先ほど小林委員が申しましたように、「価値デザイン」という考え

方の普及という意味でも非常に大事なキーファクターだろうと思います。 

 そういう観点から申し上げますと、やはりどこか軸になって、そういったものを取りま

とめて説明して啓蒙していく司令塔みたいなところはあったほうがいいと思います。とこ

ろでこの経営デザインシート、価値デザイン経営というものに興味を持っている人は非常

に今、増えているかなと思います。 

 この間のTAMA協会というところを私、経営デザインシートの研修をやったのですけれど

も、オンラインにもかかわらず一回当たり非常に多くの会社様が参加されていますし、先

ほどの経営デザイン分科会においても非常に200人規模の人が集まって話を聞くというこ

とで、やはりそういった興味を持っている人が社会に多くいます。できれば、そういう社

会に散らばっている、こういう価値デザイン経営に興味を持っている方を何とか集約させ

て、新しい価値をまたそこで創出していく、そういう流れ大切にしていくと普及が非常に

加速するのかなと思います。 

 本当は経営デザインシートは社長につくってほしいと考えています。社長はやはり自分

事として将来の経営を考えて、それを経営デザインシートの右側の価値のところに落とし

込んでいく。経営デザインシートの使い方としてはこれが本当は王道なのだろうと思いま

す。できれば経営者にもこういった考え方を認識してもらって、実際につくってもらう。

そういう仕組みをどこかでビルトインしていくような形が非常に望ましい形なのかなと思

います。 

 私の発言は以上になります。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 それでは、安藤委員、お願いします。 

○安藤委員 安藤です。各委員のお話を聞いていて、私としては企業経営者の立場からコ

メントさせていただきたいと思っています。 

 もちろん、経営をデザインすることはすごく重要なことで、企業の規模に関係なくやは

り進めていかなければいけません。こういう前提は理解した上で、コーポレートガバナン

ス・コードが導入されて以降、比較的規模の大きい上場企業は自律的にオートノミーを発

揮して徐々に自分たちの経営を改善しようとしています。当然、上場企業であれば株主・

投資家との対話、エンゲージメントもあるわけですから、いや応なしにコーポレートガバ
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ナンス・コードをコンプライするために、あるいは投資家の要求に応えていくためにはこ

ういうことをやっていく必要があります。 

 私なりに経営をデザインすることを具体的に考えてみると、何人かの委員の方から出ま

したバックキャスティング。つまり、今までの日本企業の改革はどちらかというと、過去・

現在の延長線上で少しずつ変えていくフォアキャスティングです。それに対する概念とし

て、未来を構想した上で今、何が必要かを考えていくバックキャスティングというものが

あります。そうすると当然、経営の時間軸も短期志向ではだめなので、ショートターミズ

ムを廃して長期志向、ロングターミズムにどんどん移行していかなければいけない。そう

でないと、長期にわたる持続的な価値の創造などできるわけがありません。 

 これは言葉を変えると、やはりP/L経営を脱してバランスシート経営、あるいはキャッシ

ュフロー経営に移行していかないと、単に経営をデザインするといってもなかなか進みま

せん。そんな概念的なものではないので、もちろん、冒頭に申し上げたように、企業の規

模に関係なく経営デザインシートというものは有効なものであるのですけれども、この普

及活動を考えた場合には全部対象にしますというものが正しいかどうかです。むしろ何人

かの委員の方から実体験の御説明がありましたが、例えば新興市場に上場しているような

企業とか、中堅・中小企業をターゲットにして、そこに普及活動のパワーを集中していく

ような、そっちのほうが何か効率的なのではないかと思います。 

 別にそうしたからといって経営デザインシートの価値を低めるものではないので、次の

ステップで、この普及活動を考えた場合には、やはりセグメントを特定していくような形

をつくった上で、では、そういうセグメントの企業に対して働きかける、あるいは組織に

対して働きかけるときにどういうフォーメーション、どういう外部団体に協力を求めたら

いいのかを考えた方がいいと思います。多分、規模の大きい上場企業の場合にはワン・オ

ン・ワンでやることになると思うのです。多分、どんな組織をつくっても、そのマンパワ

ーはないはずなので、もう少し投網で企業を集めるような、そういう形のものを考えたほ

うがいいのではないかと思います。これは意見というよりも感想みたいな形なので、申し

上げたいと思います。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。一巡しましたでしょうか。 

 近藤委員、最初に発表されましたけれども、何か追加のコメント、御意見等はございま

すか。 

○近藤委員 これまでやってきたことを振り返りながら皆様の御意見をお聞きしておりま

した。非常にわくわくするようなお話も頂きましたし、気づきもございました。 

 先ほど御紹介できなかったこととして、もう一つ、私の最近の気づきとしてあるのが、

実は経営をデザインするという考え方を意識もせずに既に実践している人たちがいるとい

うことなのです。これが誰かというところで最近分かったのは、リクルートさんの社員の

方々。彼らのマネジメントスタイルをやはり聞いてみたのです。そうすると、まさに内発
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的動機を基点にしたマネジメントをされていて、非常に中長期の、自分が何を成し遂げた

いのかというところから今の現業とうまく結びつけてマネジメントすることを実践されて

いる。それで、リクルート出身の方々がやはり活躍しているお姿を見ると、まさにそれが

リクルートの外でも通用してやれているという姿も見ていて、経営デザインシートではな

い方法によっても実は様々なやり方で価値デザイン社会という方向に向かうベクトルの動

きもあるのだなということは一つ気づきを得た点ではございます。 

 それから、人材業界。我々、検定試験業界にいるものですので、少し入ってくる情報を

聞くと、現在の、特に大企業だと思うのですけれども、課題として、今いる人材をどう活

用していくのかということを考えている。また、どういうふうにトランスフォームしてい

くのかという中で、内発的動機を開放していくということであったりとか、キャリア自立

を促していくような方向性で企業の中では人材育成をやっているというお話を聞いており

ます。これは経営デザインシートの普及という視点では、それを使っていく人材のスキル

養成としても非常に有効なものではないかと考えています。 

 以上でございます。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 一巡しましたけれども、よろしいでしょうか。何か残っている御意見があれば。 

 今日はキックオフということでございますが、大体予定の時間が参りました。皆さんの

御議論を伺って、しばらく間が空きましたけれども、まず一つは広がりという意味でいう

と、非常に広がりが感じられるようになってきた。先ほどセグメントという話もありまし

たが、中小企業、大企業、それから、スタートアップという領域でもKDSの活用を試みられ

ているという広がりがありました。 

 ただ、では、中小企業も、先ほど森委員が言われたように、385万社でしたか。これの中

をどうやって、これは人海戦術の世界ではできないから、やはりメカニズムをつくらない

といけないということで、この広がりへの対応をどういうふうに設計していくのかという

ところはかなり冷静に、このエコシステムをどういう力学でつないでいくのか、どういう

プレーヤーを入れていくのかというところが大仕事だと思います。 

 もう一つは、熱量という意味ですが、このKDSを活用していただく中で、ますますそこの

期待感といいますか、これをはうまく使えるという期待感の熱量も非常に高まってきてい

るなという印象を持ちました。 

 さらに環境変化が、特にこのコロナということで、これは大企業もそうですけれども、

中小事業者、今、本当に大変なところもあります。サービス事業者なども、これは構想委

員会の別のところでいろいろ御紹介があったりする事例を聞いていますと、リアルコンテ

ンツを扱っていた事業者さんが全く仕事がなくなって、わずか短い間にデジタルコンテン

ツの事業にトランスファーした。多分、これは経営デザインシートに書くと非常にきれい

な事例になっているものと思います。 

 そういうことをまさしくこれは急いでやらないといけないという会社さんとは、少なく
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ない、ある期間でそこまで行かないといけない会社が、この385万社の中にも相当量いるわ

けですね。これは、この経営デザインシートの議論をする、このコロナの前は想定してい

なかったことではあるけれども、ますます、この経営デザインシートを活用する必要があ

る。それから、特にお金が必要ですから、金融機関との関係をこれで構築することを急い

で対応しないといけないという状況は生じてきているのではないかと思います。 

 ちなみに、デジタルトランスフォーメーションに当てはめてみるのは去年、知財戦略本

部の事務局の方にも協力していただいて、私のほうでもやってみた。リクルートさんとか

コマツさんとか、そういうところに当てはめてみても、最後の姿をしっかり描くところが

重要で、さっきリクルートの話は別にリクルート自身がそうだから多分出てきている人が

そうなのだと思うのですが、そういう形で事業を展開して、リクルートの場合はホールデ

ィングスの会社価値は短い間に倍以上になっているわけですけれども、そういうことが実

現できていますし、そういうことも確認ができている中で、ここをどういうふうに中小事

業者ですとか、いろいろなところにうまく早く活用していくのかが非常に重要だと思いま

す。 

 そのような役割を担うため、この法人とか組織の話があるのですが、やはり早くオペレ

ーションしていこうと考えると、やはり官民の連携をどういう形で先に仕上げて動かすよ

うにしていかないといけないのかということをまず先に考えて、そこに必要な組織を考え

る考え方もあるかなともちょっと思いました。 

 いずれにしましても、これはしばらくぶりで開催できたことで、全体像がかなり把握で

きてきたと思いますので、幹事会のほうで今、検討していただいている内容もしっかり、

今日の議論を受け止めた形で組織ですとか今後の計画ですとかを考えるとどうなるかとい

うことを、これはやはり、私自身は知財学会の会長ではあるのですが、なかなか民間だけ

でできることでもないので、それこそ政府、内閣府、事務局とうまく御協力いただき、こ

のエコシステムをどういうふうにつくっていくかということを急ぎ検討していくことが必

要だろうなと思いました。 

 そういうことでございますが、この関係で言いますと、冒頭の田中局長の話を聞くと、

田中局長は随分よく御存じですので田中局長最後に何かコメントはございますか。 

○田中局長 ありがとうございます。 

 皆様のお話を聞いて、このKDSの普及、価値デザインの普及に向けて具体的な活動を、か

なりの量をつくっていただいて、相当な数の方を引きつけていただいているのを改めて実

感して、感謝の気持ちでいっぱいでございます。したがって、もっと拡大しなければいけ

ない。 

 他方、先ほども三百数十万社、約400万社の話がありましたけれども、要するに日本経済

全体を変えようと思うとやはり相当な広がりとインパクトをもたらしていかなければいけ

ない。時間もないのも事実でございまして、そのために最大の力学とシステムは何かとい

うことも重要なのだと思います。 



32 

 

 今日、お話を聞いていて、やはりアプローチの仕方で、しかもこの数の中で何が重要か

ということについては、少し考え方の違うアプローチも幾つかあるのかなと思ってお聞き

しておりました。そうすると、プライオリティーは何なのかということも改めて皆様の間

で御議論をさらにしていただくことも重要なのかなと思います。 

 つまり、何かといいますと、普及を大量にハイスピードでやることを優先するのか、そ

れとも、この価値デザイン経営の正しい考え方、思考パターンをしみ込ませていくことを

優先するのか。同じことを言っているような気もしますが、両方大事なのも事実なのです

が、何せ三百数十万社の人たちに全員アプローチできるわけではないといえども、かなり

の数の会社の方々にやっていただきたいとするとそれぞれの経営者はかなり独自な価値観

を持っていらっしゃる。その価値観自身が間違っているわけではないのですが「見える化」、

整理をしたほうがいい場合もある。 

 その中で、やはり物すごく思想概念を強固にしていくことはすごく価値があって、人を

変える力もある反面、入り口のところでぶつかって離れていく人がいる。したがって、普

及の規模とスピードを重視するのか、そうではないのかというところでちょっとアプロー

チの仕方を選別していく考え方も重要ではないかと思いますし、それは両方追求すべきな

ので、それぞれ重きを置く人たちがそれぞれやればいいのではないかという考え方もある

かもしれません。その辺の話を今日の御議論を踏まえて、関係者の皆様方でも御議論を深

めていただき、また、私どもとも議論させていただくということで今後の進め方を深めて

いければと思っております。 

 以上でございます。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 それでは、これで終了ですけれども、次回の予定については事務局のほうから説明して

いただけますか。 

○小林参事官 次回の会合ですけれども、年明け、来年１月から２月頃の開催を予定して

おります。基本指針をつくるというところがありますので、それに向けて動いていくとこ

ろになります。 

 日程調整等につきましては、追ってまた事務局から御連絡させていただきますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○渡部座長 １月から２月だと、大分先ですね。ですから、やはりその間も何かあったほ

うがいいかもしれませんね。ちょっと、その辺も相談させていただきたいと思います。 

 それでは、委員の皆様方、お忙しいところを御参加いただきまして、大変ありがとうご

ざいました。今日はこれで散会いたします。 

 ありがとうございました。 


